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改正育児・介護休業法が成立 

 男性に育児休業の取得を促す改正育児・介護休業法が６月３日、成立しました。２０２２

年度中に施行されます。「男性版産休」の導入などが目玉の改正法ですが、現行法にも立派

な規定があります。しかし、ほとんど有効活用されないことから、より柔軟な制度化に至っ

たものです。新制度の成否は職場や男性の意識改革に掛かっています。 

 改正法では（１）子供が生まれた直後に、父親が通常の育休とは別に取得できる「男性版

産休」を新設。生後８週までに最大４週間取得でき、２回の分割取得も可能。希望者は取得

２週間前までに申請し、休業中の仕事も可能（２）勤続１年未満のパートら非正規労働者の

取得も可能（３）企業は従業員に産休、育休の取得意向を確認する義務を負う（４）従業員

１０００人以上の大企業は２３年度から取得状況の公開義務を負う――などが制度の柱と

なっています。 

 政府は２５年までに取得者割合を３０％にする目標を掲げています。しかし、厚生労働省

によると、１９年度時点では７．４８％にとどまっており、女性の８３．０％とは天地の開

きがあります。しかも、取得した男性も取得日数は「５日未満」が３６％を占め、それを含

めて「１カ月未満」が８割。女性の９割近くが「６カ月以上」取っているのと対照的です。 

 男性正社員の場合、取得しなかった理由（複数回答）をみると、「会社の制度が未整備」

が２３．４％を占め、以下、「収入を減らしたくない」が２２．６％、「育休を取得しにく

い職場の雰囲気」が２１．８％に上っています。 

 

 現行制度では、両親のどちらも子供の出生から１歳になるまでの間は育休を取得できます。

ただし、会社への届け出は休業の１カ月前までで、休業中の仕事はダメ。休業中は１８０日

まで６７％の給与が支払われます。これは先進国中でも手厚い水準ですが、せっかくの制度

を上記のような理由で男性が活用していないのが実情です。 

 とりわけ、男性正社員には旧来の「仕事中心主義」「男女分業主義」の意識が根強く、会

社や職場もそれを色濃く残しています。しかも、日ごろの給与は長時間労働で得る残業代が



大きな比重を占めており、休業すると残業代がなくなります。これが非正規社員になると、

賃金水準が元々低いため、休業が生活に直接響くことになるのです。 

 新制度ではこうした事情を考慮して、「男性版産休」の導入や休業中も仕事ができるよう

にするなど、より柔軟な内容にしました。男性版産休などは、妻にとっても出産直後が肉体

的、精神的負荷の最も掛かる時期だけに、夫が１カ月近く休んでくれれば、負担は大きく減

ると予想され、新制度もこの辺から定着することが期待されます。 

テレワーク、ジョブ型の普及が後押し 

 また、定着の大きなカギになると思われるのがテレワークの普及です。テレワークは新型

コロナウイルス対策として導入機運が一時高まりましたが、対面型業務に就いている人たち

を中心にデメリットも多いことから、現在は部分的普及にとどまっています。 

 しかし、仮に育休を取っても仕事が気になって仕方がない男性社員らにとって、テレワー

クのできる環境なら、仕事と育児の両立が容易になるため、職場にも気兼ねなく休暇を取れ、

場合によっては育休自体を取らずに済むため、給与面の心配も軽減されます。 

 多くの企業はコロナ禍で仕方なくテレワークを導入しましたが、今後はコロナ以外にも育

休をはじめ介護、病気、帰省など、さまざまな場面で“威力”を発揮する可能性が高まって

おり、社員のライフステージに合わせた「テレワーク体制」を整備できるかどうかが企業人

気のバロメーターの一つになりそうです。 

 テレワークと同時に、育休を後押ししそうなのが「ジョブ型」雇用の推進。職種、勤務地、

労働時間などが明確になっていない従来型の「無限定正社員」の場合、勤務場所から抜ける

と職場の業務が滞りがちになり、それが育休を取りにくくする要因となっています。その点、

職種などを限定しているジョブ型なら、休業中は派遣社員で代替するなど、職場も対策が取

りやすくなります。育休以外の場面でもメリットが多いという点はテレワークと同じです。 

 現在の育休制度は「仏作って魂入れず」の典型であり、せっかくの制度も現実の企業風土

に合わないことから、宝の持ち腐れとなっていました。それをリメークしたのが新制度で、

いわば、「仏」に金箔を施して“再生”したもの。問題は、これまで抜けていた「魂」をど

う入れるかです。「男性も育休を取るのが当たり前」という社会の定着には、まだまだ課題

が残っています。 

 


